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要  旨 

 

東北地方太平洋沖地震津波は，港湾施設に甚大な被害をもたらし，荷役等といった港湾機能に深刻

な支障が生じた．このような被害のうち，港湾施設の被害状況を把握するため，国土交通省港湾局や

港湾管理者の協力を得て，港湾施設の津波被害の情報を収集した． 

本検討では，東北地方太平洋沖地震およびそれに伴う津波による港湾および港湾施設の被害の概要

を整理するとともに，収集した港湾施設の被害情報を用いて，港湾における防波堤および倉庫の津波

フラジリティカーブを算出した． 
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Synopsis 

 

The 2011 Off the Pacific Coast of Tohoku Earthquake Tsunami caused severe damage to port 

facilities and the operations of the ports were severely disrupted. We have gathered the data of damage 

due to the tsunami of each port facility with the cooperation of port management bodies and Ports 

and Harbours Bureau of MLIT (Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism). This paper 

reports not only statistics of damage caused by the tsunami to ports and port facilities but also the 

tsunami fragility curves of port facilities by using the result of the data gathering on tsunami damage. 
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1. まえがき 

東北地方太平洋沖地震津波により，沿岸地域では非常

に多くの方々が犠牲になり，多くの資産，建物および構

造物が破壊され流失した．この津波は，防波堤，海岸堤

防，倉庫，荷役機械等といった港湾施設にも甚大な被害

をもたらし，港湾機能の著しい低下を生じさせた．港湾

の公共土木施設の被害額は4,126億円にも上る． 

津波波源に面した沿岸部に位置する14港の重要港湾

（ただし，同一港湾でも港区で1港湾とする）における被

災した公共施設の復旧費用は，およそ3,000億円を上回る

ものと見積もられた．八戸港，釜石港，大船渡港および

相馬港における湾口防波堤および第一線防波堤には，非

常に高い津波が来襲したため，これらの港湾においては，

前述の14港の他の港湾と比較して，外郭施設の復旧費用

が高くなっている．一方，他の港湾と比べて若干低い津

波が来襲した小名浜港では，前述の14港の他港湾と比較

して，係留施設の復旧費用が高くなっている．このこと

から，係留施設は，津波による被害よりも地震動による

被害が生じやすい傾向があることが分かる． 

本研究では，港湾管理者および国土交通省港湾局の協

力により港湾施設の津波被害に関する情報を収集し，東

北地方太平洋沖地震およびそれに伴う津波による港湾

被害の概要を整理するとともに，Koshimura ら（2009）

の手法を参考に，港湾における第一線防波堤および倉庫

の津波被害についてフラジリティカーブを提案する． 

津波波源に面した沿岸部に位置する14港の重要港湾

における湾口防波堤を含む第一線防波堤について，被害

延長を総延長で除することで被害率を算出した．この被

害率を推定する津波フラジリティカーブのパラメター

について，異なる2種類を設定し比較したところ，防波堤

前面における最大津波高（𝜂௫）を当該防波堤の設計波

高（𝐻ଵ ଷ⁄ ）で除したパラメターを用いた対数正規累積分

布関数の適用性が高かった． 

なお，本稿は，Honda ら（2014）の内容に補足説明を

追加したものである．そのため，本研究を引用する際に

は，Honda ら（2014）も参考文献に挙げられたい． 

 

2. 港湾の被害 

平成23年発生災害国土交通省所管公共土木施設被害

報告によると，平成23年の公共土木施設の被害総額は，

東北地方太平洋沖地震に伴う災害以外も含むが，2兆

5,750億円となった．平成18年から平成23年における公共

土木施設の被害額について，月別の累積額を図-2.1に示 

 
図-2.1 国土交通省所管公共土木施設被害 

 

 
図-2.2 港湾の公共土木施設被害 

 

 
図-2.3 対象重要港湾（14 港） 
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図-2.4 対象重要港湾の被害施設の復旧費用 

 

す．平成23年3月における被害の月別の累積額は，その前

年までの5年間（平成18年から平成22年）の平均額と比べ

て2兆円も高く，平成23年の被害総額は前年までの5年間

の13倍以上にも上る． 

東北地方太平洋沖地震およびそれに伴う津波は，港湾

施設にも甚大な被害をもたらした．国土交通省港湾局に

より取り纏められた港湾の公共土木施設被害について，

県別の被害総額を図-2.2に示す．岩手県における港湾の

公共土木施設被害が1,438億円と最も高く，次いで福島県

の1,000億円，宮城県の837億円であり，全ての合計は

4,126億円に上る． 

青森県から茨城県の太平洋側沿岸部に位置する重要

港湾（14港）を図-2.3に示す．これら14港の重要港湾を

対象に，港湾の被害施設の復旧費用の見積額を図-2.4に

示す．これらの合計額は，およそ3,000億円である．八戸

港，釜石港，大船渡港および相馬港における湾口防波堤

を含む第一線防波堤には，非常に高い津波が来襲し，こ

れらの防波堤の復旧費用は非常に高くなる．そのため，

これらの港湾における外郭施設の復旧費用は，他の港湾

と比較して非常に高くなっている．一方，小名浜港につ

いては，係留施設の復旧費用について，他の港湾と比較

して高くなっている．Nozu（2012）によると，地震動の

0.3Hzから1.0Hzの範囲の周期成分が，岸壁の大きな変位

に大きく影響する．対象の14港湾のうち震源に近い港湾

については，この0.3Hzから1.0Hzの地震動の成分が比較

的小さいが，小名浜港については，この周期成分の地震

動がとりわけ大きい．このように，係留施設は，津波被

害よりも地震動による被害が生じやすい傾向がある． 

 

3. 防波堤の被害 

3.1 被害の概要 

第一線防波堤がない仙台塩釜港の塩釜港区を除く13

港の対象重要港湾における湾口防波堤を含む第一線防

波堤について，その総延長および被災延長，ならびに，  

 
図-3.1 対象重要港湾の第一線防波堤の被害 

 

 
図-3.2 第一線防波堤の津波フラジリティカーブ 

（その１） 

 

被災延長を総延長で除して得られた被害率を図-3.1に

示す．なお，この被災延長には，津波被害のみならず，

地震動による被害も含まれ，また，ケーソンが流失する

等といった甚大な被害のみならず，被覆ブロック等が移

動する等といった軽微な被害も含まれていることに注

意されたい．詳細は次節で述べるが，地震動による被災

が主要因であった石巻港および小名浜港の第一線防波

堤を除くと，津波が高いと第一線防波堤の被害率が大き

くなる傾向がある． 

 

3.2 津波フラジリティカーブ 

13港の対象重要港湾について，第一線防波堤の被害率

および当該防波堤前面における最大津波高（𝜂௫）を図

-3.2に示す．なお，当該防波堤の前面における津波高は，

その延長に渡って分布するが，その全延長での津波高の

最大値を，ここでは最大津波高としている．この最大津

波高は，東北地方太平洋沖地震津波について，Tomita ら

（2006，2008）の津波解析モデルを用いて再現した解析

結果による値を採用した．なお，この解析結果の妥当性

は別途検証しており，対象港湾内の痕跡調査との比較か

ら再現性を確認している． 

石巻港および小名浜港では，他の対象港湾と比較して
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津波高が低かったにもかかわらず，第一線防波堤の被害

率が大きかった．これは，石巻港および小名浜港におけ

る第一線防波堤の被害の主要因は地震動であり，一方で，

他の対象港湾における第一線防波堤の被害の主要因は

津波であったことに起因している．そのため，第一線防

波堤の被害率と最大津波高を比較した図-3.2に示すよ

うに，石巻港と小名浜港のプロットは，他の対象港湾の

プロットの分布から外れている． 

このことから，第一線防波堤の津波フラジリティカー

ブについては，石巻港と小名浜港を除いた対象重要港湾

のデータを用いて算出することにした． 

 

𝐹ሺ𝑥ሻ ൌ Φቆ
lnሺ𝑥ሻ െ 𝜇

𝜎
ቇ

ൌ
1

√2𝜋𝜎
න

1
𝑡

exp ቆെ
ሺlnሺ𝑡ሻ െ 𝜇ሻଶ

2𝜎ଶ
ቇ𝑑𝑡

௫



 (3.1)

 

第一線防波堤の最大津波高と被害率との関係に，式

(3.1)に示す対数正規累積分布関数を回帰させた曲線が，

図-3.2に示す実線である．このとき，𝐹ሺ𝑥ሻ および 𝑥 は，

それぞれ，被害率および最大津波高（𝜂௫）である．ま

た，このときの 𝜇 および 𝜎 の値は，それぞれ，2.108 ൈ

10 および 1.147 ൈ 10ିଵ である． 

この最大津波高のみをパラメターとする場合，大津波

高が約9mのところに，異なる被害率の3つのプロットが

ある．これは，第一線防波堤の津波外力に対する耐力が

考慮されていないためである．そこで，適切な津波フラ

ジリティカーブを算出するためには，第一線防波堤の設

計耐力を考慮する必要がある． 

設計波高は，作用する波浪に対する施設の安定性を表

すものである．そのため，設計波高は，作用する津波外

力に対する施設の耐力の目安として，一つの指標となり

得る．そこで，第一線防波堤の設計波高を用いることで，

第一線防波堤の設計耐力を考慮することとした．第一線

防波堤の被害率と，𝜂௫  を 𝐻ଵ ଷ⁄   で除したパラメター

との関係をプロットしたものを図-3.3に示す．ただし，

前述の津波高と同じように，設計波高は，当該防波堤で

も場所により異なる値となっていることがあるが，その

全延長での設計波高の最大値を用いて，ここでは設計波

高（𝐻ଵ ଷ⁄ ）としている． 

ここでも同様に，地震動が被害の主要因である石巻港

および小名浜港では，他の対象港湾のプロットの分布か

ら外れている．一方で，津波が被害の主要因である大船

渡港についても，他の対象港湾のプロットの分布から外

れている．これは，大船渡港の第一線防波堤（湾口防波 

 
図-3.3 第一線防波堤の津波フラジリティカーブ 

（その２） 

 

 
図-3.4 第一線防波堤の津波フラジリティカーブ 

（その３） 

 

堤）では，設計波浪による作用外力よりも，設計津波に

よる作用外力の方が大きく，当該防波堤の断面は，設計

波浪ではなく設計津波によって断面が決定されている

ことに起因している．つまり，大船渡港の第一線防波堤

の作用外力に対する耐力は，設計波高を指標とすること

ができない．なお，他の対象港湾の第一線防波堤の断面

は，設計津波ではなく設計波浪によって決定されている． 

これらのことから，第一線防波堤の津波フラジリティ

カーブについては，石巻港および小名浜港，ならびに，

大船渡港を除いた対象重要港湾のデータを用いて算出

することにした． 

第一線防波堤の被害率とパラメター 𝜂௫ 𝐻ଵ ଷ⁄⁄   との

関係に，式(3.1)に示す対数正規累積分布関数を回帰させ

た曲線が，図-3.3に示す実線である．このとき，𝐹ሺ𝑥ሻ お

よび  𝑥  は，それぞれ，被害率およびパラメター 

𝜂௫ 𝐻ଵ ଷ⁄⁄  である．また，このときの 𝜇 および 𝜎 の値

は，それぞれ，3.861 ൈ 10ିଶ および 2.793 ൈ 10ିଵ である．

このパラメター 𝜂௫ 𝐻ଵ ଷ⁄⁄   を用いた津波フラジリティ

カーブは，前述の除外した3港湾を除いて，被災の実態を

非常によく再現している． 

大船渡港の第一線防波堤は，設計断面の決定には設計
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波浪ではなく設計津波が用いられているが，被災の主要

因が津波であるため，大船渡港のように設計津波により

断面が決定された施設に対して，このパラメター 

𝜂௫ 𝐻ଵ ଷ⁄⁄   を用いた津波フラジリティカーブの適用可

能性について検討した． 

具体的には，滑動安定性に着目し，設計津波による作

用外力と同じ外力を作用させる設計波高を求め，仮想的

な設計波高を設定する．なお，設計波の周期については，

実際の設計波と同じものとした．この仮想的な設計波高

を用いて，大船渡港のパラメター 𝜂௫ 𝐻ଵ ଷ⁄⁄   と被害率

とをプロットしたものを図-3.4に示す．なお，図中の実

線は，図-3.3に示す津波フラジリティカーブと同じであ

る．図中の大船渡港のプロットは，実線から若干外れて

いる．これは，実際の設計波と同じ周期を用いているこ

とが原因と考えられる．しかし，その被害率の差異は10%

程度であることから，設計津波で断面が決定された第一

線防波堤であっても，仮想的な設計波高を用いることで，

被害率を概略で評価することは可能である． 

 

4. 倉庫の被害 

4.1 被害の概要 

港湾管理者および国土交通省港湾局の協力を得て，港

湾における防波堤，係留施設，海岸保全施設，倉庫，荷

役機械等といった港湾施設について，東北地方太平洋沖

地震とそれに伴う津波による被害に関する情報を収集

した．この被害に関する情報を収集した対象は，北海道

から茨城県までの太平洋沿岸に位置する港湾である．収

集した情報の内容は，それぞれ施設毎・工区毎に，被害

程度（「大」，「中」，「小」および「無し」）地盤高または

水深，設計波高等の設計条件，構造形式，来襲した津波

高，復旧費用，復旧期間，被災原因（地震動または津波）

等である． 

本検討では，これらのうち，港湾内の倉庫を対象に被

害の概要および津波フラジリティカーブを取り纏めた．

197の倉庫の被害情報を収集でき，その情報の内容は，構

造形式，地盤高，津波高および被害度である． 

構造形式は，「鉄筋コンクリート造」（RC），「鉄骨鉄筋

コンクリート造」（SRC），「鉄骨造」および「その他また

は不明」の4種類に分類され，それぞれのサンプル数は，

34，65，14および84である．被害度は，「大」，「中」およ

び「無し」の3種類に分類した．被害度「大」は，鉄骨の

変形や倉庫自体が流失する等といった倉庫の構造体に

被害が生じているものとした．また，被害度「中」は，

倉庫の構造体への被害は生じていないが，壁やシャッタ 

 
図-4.1 港湾における倉庫の被害 

 

ーに被害が生じたものとした． 

倉庫の構造種別毎の被害程度を図-4.1に示す．被害度

は，津波高や津波の流速に応じた津波外力の大きさだけ

ではなく，構造形式によっても異なる．RCおよびSRCに

ついては，壁部材の耐力も構造体の耐力要素として見込

んでいることから，耐力を期待していない壁部材として

いる鉄骨造と比較して，津波に対する構造体全体の耐力

が高くなっている．そのため，RCおよびSRCについては，

被害度が低く抑えられていると考えられる． 

港湾における倉庫の被害度について，地盤高の他に，

津波高（ここでは，浸水高を表すものとする）との関係

を示したものが図-4.2である．全ての構造形式について，

被害度「大」となる閾値と「中」となる閾値の差異を確

認することができない．しかし，被害度「大」もしくは

「中」となるケースを合わせた場合，津波高4mを閾値と

して，何らかの被害が生じることが確認できる． 

港湾における倉庫の被害度について，地盤高の他に，

浸水深との関係を示したものが図-4.3である．被害度

「大」となる閾値および「中」となる閾値について，構

造形式による明確な差異を確認することができない．し

かし，全ての構造形式を対象にした場合，被害度「大」

の閾値および「中」の閾値は，それぞれ，浸水深2mおよ

び浸水深1mであることが確認できる． 

 

4.2 津波フラジリティカーブ 

Koshimura ら（2009）は，インド洋津波によるインド

ネシアのバンダアチェの建物被害を用いて，建物の津波

フラジリティカーブを提案した．本検討では，この

Koshimra ら（2009）と同様の手法を用いて，港湾におけ

る倉庫の津波フラジリティカーブを算出した．なお，

Koshimura ら（2009）の建物のサンプル数は3万を超えて

いるが，本検討でのサンプル数は197と非常に少ないこ

とに注意されたい．そのため，構造形式別ではなく，全 
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図-4.2 港湾における倉庫の構造別の被害と津波高 
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図-4.3 港湾における倉庫の構造別の被害と浸水深 
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図-4.4 津波高をパラメターとした港湾における倉庫

の津波フラジリティカーブ 

 

 

 
 
 

 
 
 

 
図-4.5 浸水深をパラメターとした港湾における倉庫

の津波フラジリティカーブ 
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ての構造形式を合わせて，港湾における倉庫津波フラジ

リティカーブを算出した．また，被害度についても「大」

および「中」の区別をせず，両方を合わせて「被害有り」

とした． 

津波高をパラメターとした場合の被害率の算出方法

は次のとおりである．まず，被害率を算出するための津

波高の範囲に含まれるサンプル数 𝑛 を設定する．次に，

津波高0mから上げてサンプルを数えていき，設定したサ

ンプル数 𝑛  に達したところで最初の津波高の範囲の上

限値とする．次の津波高の範囲は，最初の津波高の範囲

の上限値から上げてサンプルを数えていき，同様に設定

したサンプル数 𝑛  に達したところで，当該範囲の上限

値とする．この方法を全てのサンプルを終了するまで続

ける．このように設定した津波高の各範囲について，当

該範囲に含まれる全サンプル数で「被害有り」のサンプ

ル数を除して被害率を算出した．また，当該範囲を代表

する津波高は，その範囲の中間値とした．なお，設定す

るサンプル数 𝑛 は，10，20および30の3ケースとし，比

較検討を行った． 

港湾における倉庫の被害率と津波高との関係を図-4.4

に示す．図中の曲線は，前章の第一線防波堤の津波フラ

ジリティカーブと同様に，式(3.1)に示す対数正規累積分

布関数を回帰させた曲線であり，ここでは，𝐹ሺ𝑥ሻ および 

𝑥 は，それぞれ，被害率および津波高である． 

設定するサンプル数 𝑛  が10のケースでは，他のケー

スと比較して，より多くのプロットが得られるが，津波

高の範囲毎に含まれるサンプル数が少ないため，分布に

ばらつきが認められる．一方，設定するサンプル数 𝑛 が

30のケースでは，プロットの数が非常に少ないため，回

帰した曲線の信頼性が低い．そのため，津波高をパラメ

ターとした津波フラジリティカーブの場合，本検討の条

件下では，設定するサンプル数 𝑛  が20のケースが最も

再現性が高いと考えられる．このときの 𝜇 および 𝜎 の

値は，それぞれ，1.488 ൈ 10 および 4.775 ൈ 10ିଵ であ

る． 

港湾における倉庫の被害率と浸水深との関係を図-4.5

に示す．被害率の算出方法等は，津波高をパラメターと

した場合と同様であり，パラメターを津波高から浸水深

に置き換えて実施した．津波高をパラメターとした津波

フラジリティカーブと同じように，浸水深をパラメター

とした津波フラジリティカーブの場合も，本検討の条件

下では，設定するサンプル数 𝑛  が20のケースが最も再

現性が高いと考えられる．このときの 𝜇 および 𝜎 の値

は，それぞれ，4.927 ൈ 10ିଵ および 6.418 ൈ 10ିଵ である． 

 

5. まとめ 

本研究では，東北地方太平洋沖地震とそれに伴う津波

による港湾および港湾施設の被害の概要を整理すると

ともに，港湾における第一線防波堤および倉庫の津波フ

ラジリティカーブを提案した． 

港湾における第一線防波堤の津波フラジリティカー

ブについては，港湾毎の当該防波堤の被害延長を総延長

で除した値を被害率とした場合，最大津波高を設計波高

で除したパラメター 𝜂௫ 𝐻ଵ ଷ⁄⁄   とする対数正規累積分

布関数の再現性が高い． 

港湾における倉庫の津波フラジリティカーブについ

ては，津波高をパラメターとするケースと，浸水深をパ

ラメターとするケースの2つを提案した．これらを比較

した場合，浸水深をパラメターとする津波フラジリティ

カーブの方が，曲線の勾配が大きいため，より良いと考

えられる． 

 

6. あとがき 

本研究で提案した港湾における第一線防波堤の津波

フラジリティカーブは，各港湾における第一線防波堤の

被害延長を総延長で除した値を被害率としているため，

港湾毎の被害の概要把握には活用できる．しかし，その

被害率の定義を踏まえると，被害度別の被災確率の評価

に用いることできない．例えば，防波堤の工区毎の被害

情報を用いて，より詳細に被害率を設定することで，被

害度別の被災確率を評価可能な津波フラジリティカー

ブを提案することが，今後の課題である． 

本研究で提案した港湾における倉庫のフラジリティ

カーブは，設定したサンプル数 𝑛  を満たす津波高また

は浸水深の範囲を設定し，その範囲毎に被害率を算出し

たが，全サンプル数が少なく信頼性が低い．そのため，

サンプル数が比較的少ない場合に適用できる統計的な

手法を用いることが，今後の課題である． 

 

（2021 年 8 月 31 日受付） 
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